
 

 

 

 

 

 

基本計画部会第１ＷＧの審議状況について（報告） 

 

（第１回会合） 

 

 
 

         
  
  

 
 

資料１ 



1 

第
１
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
第
１
回
会
合
で
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
よ
り
確
認
す
べ
き
と
さ
れ
た
事
項

 

重
要
検
討
項
目

 
ヒ
ア
リ
ン
グ
に
よ
り
確
認
す
べ
き
と
さ
れ
た
事
項

 
担
当
府
省

 
（
１
）
各
府
省
統
計
主
幹
部
局
長
当
会
議
申
合
せ
に
基
づ
き
設
置
さ
れ
た
「
産
業
関
連
統
計
の
体
系
的
整
備
等
に
関
す
る
検
討

会
議
」
で
了
解
さ
れ
た
、
政
府
に
お
け
る
「
「
産
業
関
連
統
計
の
体
系
的
整
備
」
に
関
す
る
考
え
方
」
を
提
出
い
た
だ
く
と

と
も
に
、
そ
の
内
容
等
に
つ
い
て
ご
説
明
い
た
だ
き
た
い
。
 

総
務
省
 

 

１
．
国
民
経
済
計
算
、
経

済
構
造
統
計
の
重
要
性

（
２
）
上
記
の
「「
産
業
関
連
統
計
の
体
系
的
整
備
」
に
関
す
る
考
え
方
」
で
示
さ
れ
た
今
後
の
対
応
（
特
に
、
以
下
の
２
点
）

に
つ
い
て
、
現
在
の
進
捗
状
況
と
今
後
の
見
通
し
等
を
ご
説
明
い
た
だ
き
た
い
。
 

①
当
面
、
個
別
検
討
事
項
に
つ
い
て
は
、
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
等
に
お
い
て
二
次
統
計
側
か
ら
提
示
さ
れ
た
要
望
事
項

を
含
め
て
検
討
。
 

②
検
討
の
進
捗
を
踏
ま
え
、
６
月
中
旬
を
目
途
に
当
面
の
体
系
的
整
備
の
必
要
性
及
び
目
的
を
決
定
。
 

総
務
省
 

２
．
国
民
経
済
計
算
の
整

備
と
一
次
統
計
等
と
の

連
携
強
化
 

ウ
 
年
次
推
計
に
関
す
る

諸
課
題
 

（
１
）
コ
モ
法
に
関
す
る
以
下
の
具
体
的
な
措
置
、
方
策
等
に
つ
い
て
は
、
「
平
成
1
7
年
度
基
準
改
定
時
か
ら
段
階
的
に
導
入

し
、
次
々
回
基
準
改
定
時
ま
で
に
実
施
す
る
。
」
と
さ
れ
て
い
る
が
、
平
成
1
7
年
基
準
改
定
時
に
何
を
導
入
す
る
予
定
な

の
か
ご
説
明
い
た
だ
き
た
い
。
 

①
コ
モ
法
に
お
け
る
商
品
別
の
中
間
消
費
に
つ
い
て
、
産
業
別
生
産
額
や
中
間
投
入
の
変
動
を
反
映
す
る
こ
と
に
よ
り
、

中
間
消
費
構
造
の
変
化
と
連
動
で
き
る
よ
う
に
す
る
。
 

②
最
終
需
要
項
目
に
つ
い
て
も
、
人
的
推
計
法
（
需
要
側
）
と
物
的
接
近
法
（
供
給
側
）
を
有
効
に
組
み
合
わ
せ
る
こ
と

に
よ
り
、
費
目
及
び
部
門
の
様
々
な
情
報
を
反
映
さ
せ
、
精
度
向
上
を
図
る
。
 

③
コ
モ
法
の
商
品
分
類
は
、
今
後
改
定
が
予
定
さ
れ
て
い
る
日
本
標
準
商
品
分
類
と
の
整
合
の
確
保
を
図
る
。
 

④
建
設
コ
モ
を
廃
止
し
、
コ
モ
法
に
お
け
る
一
つ
の
商
品
と
し
て
そ
れ
ぞ
れ
の
建
設
部
門
の
産
出
額
を
推
計
す
る
方
法
を

構
築
す
る
。
 

⑤
コ
モ
法
の
推
計
対
象
を
非
市
場
産
出
ま
で
拡
張
す
る
。
 

内
閣
府
 

（
２
）
国
民
経
済
計
算
の
改
定
要
因
を
実
証
的
に
詳
細
に
分
析
す
る
、
リ
ビ
ジ
ョ
ン
ス
タ
デ
ィ
に
つ
い
て
、
検
討
内
容
と
検
討

を
踏
ま
え
た
今
後
の
取
組
等
に
つ
い
て
、
よ
り
具
体
的
に
ご
説
明
い
た
だ
き
た
い
。
 

内
閣
府
 

エ
 
四
半
期
推
計
に
関
す

る
諸
課
題
 

（
３
）
四
半
期
推
計
に
用
い
る
一
次
統
計
（
家
計
調
査
、
四
半
期
別
法
人
企
業
統
計
等
）
の
誤
差
の
処
理
に
つ
い
て
、
検
討
内

容
と
検
討
を
踏
ま
え
た
今
後
の
取
組
等
に
つ
い
て
、
よ
り
具
体
的
に
ご
説
明
い
た
だ
き
た
い
。
 

内
閣
府
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（
４
）
四
半
期
推
計
に
利
用
す
る
基
礎
統
計
の
最
適
な
選
択
（
需
要
側
推
計
値
と
供
給
側
推
計
値
を
統
合
す
る
際
の
ウ
ェ
イ
ト

の
選
択
を
含
む
。）
に
つ
い
て
、
検
討
内
容
と
検
討
を
踏
ま
え
た
今
後
の
取
組
等
に
つ
い
て
、
よ
り
具
体
的
に
ご
説
明
い
た

だ
き
た
い
。
 

内
閣
府
 

（
５
）
経
済
産
業
省
生
産
動
態
統
計
と
工
業
統
計
調
査
を
結
合
し
た
、
よ
り
詳
細
な
デ
ー
タ
の
経
済
産
業
省
か
ら
の
提
供
と
、

こ
れ
を
用
い
た
内
閣
府
に
お
け
る
検
討
に
つ
い
て
、
具
体
的
な
実
施
内
容
と
検
討
を
踏
ま
え
た
今
後
の
取
組
等
に
つ
い
て

ご
説
明
い
た
だ
き
た
い
。
 

内
閣
府
、
経
済

産
業
省
 

３
．
ビ
ジ
ネ
ス
レ
ジ
ス
タ

ー
の
構
築
・
利
活
用
 

 

○
ビ
ジ
ネ
ス
レ
ジ
ス
タ
ー
整
備
に
係
る
、
現
在
の
取
組
状
況
を
具
体
的
に
ご
説
明
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
今
後
の
整
備
の
方
針
・

課
題
等
に
つ
い
て
も
お
考
え
を
伺
い
た
い
。
 

総
務
省
 

４
．
統
計
リ
ソ
ー
ス
の
確

保
及
び
配
分
の
在
り
方

並
び
に
有
効
活
用
 

 

○
国
民
経
済
計
算
関
連
に
つ
い
て
、
平
成
2
1
年
度
に
お
い
て
ど
の
よ
う
な
集
中
的
な
リ
ソ
ー
ス
配
分
に
よ
り
、「
情
報
源
や
指

標
の
利
用
可
能
性
の
検
討
、
推
計
方
法
の
抜
本
的
見
直
し
、
シ
ス
テ
ム
開
発
」
を
進
め
た
の
か
、
2
2
－
23
年
度
に
つ
い
て
ど

の
よ
う
な
計
画
な
の
か
、
具
体
的
に
ご
説
明
い
た
だ
き
た
い
。
 

内
閣
府
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3 

第
１
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
第
１
回
会
合
で
書
面
回
答
に
よ
り
確
認
す
べ
き
と
さ
れ
た
事
項

 

重
要
検
討
項
目

 
書
面
回
答
に
よ
り
確
認
す
べ
き
と
さ
れ
た
事
項

 
担
当
府
省

 
１
．
行
政
記
録
情
報
等
の

活
用
 

 

○
経
済
セ
ン
サ
ス
ー
活
動
調
査
に
お
け
る
個
票
審
査
の
基
準
値
と
し
て
の
、
税
務
デ
ー
タ
の
オ
ー
ダ
ー
メ
ー
ド
集
計
に
よ
る
集

計
表
の
利
用
可
能
性
を
検
証
す
る
た
め
の
以
下
の
検
討
に
つ
い
て
、
ど
の
よ
う
な
具
体
的
検
討
が
行
わ
れ
た
の
か
、
ご
説
明

い
た
だ
き
た
い
。
 

 
①
平
成
21
年
度
か
ら
税
務
デ
ー
タ
の
オ
ー
ダ
ー
メ
ー
ド
集
計
に
よ
る
集
計
表
と
既
存
統
計
デ
ー
タ
の
比
較
可
能
性
に
つ
い

て
検
討
す
る
こ
と
と
し
、
 

 
②
平
成
2
1
年
度
か
ら
具
体
的
な
オ
ー
ダ
ー
メ
ー
ド
集
計
の
手
法
に
つ
い
て
検
討
を
進
め
て
い
る
と
こ
ろ
。
 

 

財
務
省
、
国
税

庁
及
び
経
済

産
業
省
 

２
.
国
民
経
済
計
算
の
整

備
と
一
次
統
計
等
と
の

連
携
強
化
 

イ
 
基
準
年
次
推
計
に
関

す
る
諸
課
題
 

○
「
Ｖ
表
、
Ｕ
表
及
び
Ｘ
表
の
あ
り
方
」
の
検
討
（
詳
細
な
供
給
・
使
用
表
と
Ｘ
表
か
ら
な
る
体
系
へ
の
移
行
及
び
生
産
構
造
・

中
間
投
入
構
造
の
把
握
方
法
の
検
討
を
含
む
。
）
の
中
間
整
理
の
中
で
整
理
さ
れ
た
「
現
状
・
課
題
と
改
善
方
策
」
の
う
ち
、

「
産
業
連
関
表
の
分
類
と
の
整
合
性
確
保
の
た
め
の
日
本
標
準
産
業
分
類
の
見
直
し
」
に
関
す
る
、
今
後
の
進
め
方
や
取
組

の
方
向
性
等
に
つ
い
て
、
具
体
的
に
ご
説
明
い
た
だ
き
た
い
。
 

総
務
省
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基本計画部会第１ワーキンググループの審議スケジュール 

 

【第１回会合（終了）】 

日時：７月６日（火） １３時～１４時４５分 

場所：中央合同庁舎第４号館４階 共用第２特別会議室 

議題：審議の進め方、重点事項（ヒアリング対象の選定）の検討 

 

【第２回会合】 

日時：７月２３日（金） １３時～１５時 

場所：中央合同庁舎第４号館４階 共用第４特別会議室 

議題：各府省ヒアリング等による報告内容の確認 

① 産業関連統計の体系的整備関係 

② ビジネスレジスター関係 

③ その他 書面回答によるもの 

 

【第３回会合】 

日時：８月３日（火） １０時～１２時 

場所：中央合同庁舎第４号館１２階 １２１４特別会議室 

議題：各府省ヒアリング等による報告内容の確認 

○国民経済計算関係 

意見作成対象事項の洗い出し 

 

 

【予備日】８月１０日（火） １３時～１５時 

 

 

【第４回会合】 

日時：８月１８日（水） １３時～１５時 

場所：中央合同庁舎第４号館４階 共用第２特別会議室 

議題：ＷＧ検討結果の取りまとめ、意見書（素案）の作成 
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統計委員会基本計画部会第１ワーキンググループ会合（第１回） 議事概要 

 

 

１ 日  時 平成 22 年 7 月 6日（火）13：00～14：00 

 

２ 場  所 中央合同庁舎第４号館 共用第２特別会議室 

 

３ 出 席 者 

【委 員】 

深尾委員（座長）、佐々木委員、首藤委員、廣松委員 

【府省・地方公共団体等】 

内閣府経済社会総合研究所、総務省統計局、経済産業省調査統計部、国土交通省総合政策局、

日本銀行調査統計局、東京都統計部、埼玉県総務部 

【事務局】 

乾内閣府大臣官房統計委員会担当室長、北田内閣府大臣官房統計委員会担当室参事官、清水内

閣府大臣官房統計委員会担当室調査官、池本内閣府大臣官房統計委員会担当室参事官補佐、澤

村総務省政策統括官(統計基準担当)付企画官 

 

４ 議事次第 （１）第１ワーキンググループの検討の進め方について 

       （２）第１ワーキンググループの検討事項について 

（３）その他 

         

５ 議事概要  

冒頭、深尾座長から挨拶及び第１ワーキンググループの所属メンバーの紹介が行われた後、議

事が進められた。 

 

（１） 事務局から、資料１に基づき「統計法施行状況報告に関する審議の進め方」について、資料

２に基づき「ワーキンググループの運営」について、資料３に基づき「第１ワーキンググルー

プ会合のスケジュール」について説明が行われた。 

（２） 事務局から、資料４に基づき委員から事前提出された意見について説明の後、深尾座長から、

事前提出された意見を整理した座長メモを提示し、座長メモを基にヒアリングの対象事項につ

いて選定を行った。主な意見は次の通り。 

• 基準年次推計に関する諸課題のうち、「産業連関表の分類との整合性確保のための日本標準

産業分類の見直し」は、非常に重要で大掛かりな作業となると思うので、具体的な進捗状

資料１－３ 
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況や今後の取組の方向について伺いたい。 

→ 関係府省に書面での回答を求めることとしたい。 

• 日本標準産業分類そのものは統計基準であり、横断的な課題を主に担当する第３ワーキン

ググループの担当範囲なので、そこでも検討したい。 

→ 同基準について、産業連関表や SNA との関係で第１ワーキンググループで検討することは

担当範囲に抵触はしないと思うので、第３ワーキンググループとも連携をとりながら齟齬

のない審議結果になるよう並行して進めることとしたい。 

• 行政記録情報の統計への利活用は基本計画でも具体的に取り上げられているが、それら各

種行政記録情報を、ビジネスレジスターに共通的に集録できれば、母集団情報として大変

重要な役割を果たす。 

• ビジネスレジスターは、現在、基本設計に入っており重要な局面にあるので、担当府省に

話を聞くともに、知見のある有識者にも意見を聞ければ、審議に役立つと思う。 

• 第１ワーキンググループの重要検討事項等を洗い出す際に、本来重要であるものが対象か

ら漏れないよう、該当分野に詳しい外部の学識経験者から意見を伺うことも一つの方法で

はないか。 

→ 今後、審議テーマによっては専門的知見を持つ外部有識者に審議協力者として審議に参加

いただくことは可能なので、例えばそういう機会に全般的にこういう問題も重要ではない

かという指摘をいただくことで対応する。 

• サービス分野の統計整備は、具体的な指摘等を行うには、まだ時期尚早だと思うが、参考 2

の「喫緊の課題～基本的考え方」でも強調されていることであり、今回の審議でも重要性

を見落としているわけではなく、来年度以降の一つの大きなポイントとして「サービス活

動を適切に捉えるための検討」があることを明記しておいて欲しい。 

→ サービス統計の整備が来年度以降の重要な対象となり得るということを議事録に残すこ

ととしたい。 

• 前回 6 月 18 日の第 35 回統計委員会で了解された「公的統計の整備に関する喫緊の課題と

その対応に関する基本的考え方」（今回の参考２）は、非常によくまとまっていて、リソー

スの確保や国民経済計算の整備など、重要事項を明記している。今回、幅広く委員からの

意見を聞いて、重要性の大小が分からないまま、あちこち議論するのはどうかと懸念して

いたところ、提示された座長案はすっきりまとまっていたため賛同する。 

→ 6 月 18 日の統計委員会で了解された参考２の中には、かなり我々の合意が反映されてお

り、今回お諮りした座長案も、これを見てまとめたところがある点をお含みいただきたい。 

8



→ 以上、委員からの意見も踏まえ、座長メモのとおり、①国民経済計算、経済構造統計の重要

性関係（産業関連統計の体系的整備関係）、②国民経済計算の整備と一次統計等との連携強

化関係、③ビジネスレジスターの充実と拡張関係、④統計リソースの確保及び配分の在り方

並びに有効活用関係（国民経済計算関係）の４つをヒアリング事項とし、それ以外の事項に

ついては、本日発言のあった点も含め、書面で回答を求めることで了承された。 

（３）その他 

   審議テーマに応じて、専門的知見を持つ者に、審議協力者としてワーキンググループでの審

議に参加してもらうこととし、人選については深尾座長に一任することとされた。 

 

     次回の会合は７月 23 日（金）の 13:00～15:00 に開催することとなった。 

以上 

      ＜文責 内閣府大臣官房統計委員会担当室 速報のため事後修正の可能性あり＞ 
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